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文 教 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時
　　平成２２年９月１４日（火）午前１０時　　　　開会
　　　　　　　　　　　　　　　午後　０時１０分　閉会

１．場所
　　第二委員会室

１．出席委員　　　
   委 員 長柴田繁勝  　　副委員長 大澤千恵子  　　委　　員 南野直司
　委　　員 渡辺慎吾 　委　　員 安藤　薫 

１．欠席委員
なし

１．説明のため出席した者
市　長　森山一正　　　　　　　教育長　和島　剛　　　　
　　教育総務部長　馬場　博 　　　同部理事　市橋正己　　　　　　　　　　　　　　
　　同部次長兼学校教育課長　前馬晋策　総務課長　岩見賢一郎 　　　　　　　　　　
　　同課参事　日垣智之 　　学務課長　大橋徹之
　　生涯学習部長　宮部善隆 生涯学習スポーツ課長　小林寿弘　　　　　　　　　　　
　　同課参事　上　清隆　　青少年課長　門川好博　 市民図書館長　池上敦実

１．出席した議会事務局職員
事務局局次長　藤井智哉 同局書記　田村信也

１．審査案件（審査順）
　議案第５３号　平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第２号）所管分
　　　議案第６５号　摂津市民図書館条例の一部を改正する条例制定の件
　　　議案第６６号　摂津市立鳥飼図書センター条例の一部を改正する条例制定の件
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（午前１０時　開会）

○柴田繁勝委長　ただいまから文教常任

委員会を開会します。

　理事者からあいさつを受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。

　連日、残暑厳しい中、また何かとお忙

しい中、文教常任委員会ご参集、大変ご

苦労さまでございます。

　本日は過日の本会議で当委員会に付託

されました案件についてご審議を賜りま

す。何とぞ慎重審議の上、ご可決賜りま

すよう、よろしくお願いいたします。

　一たん退席させていただきます。

○柴田繁勝委員長　あいさつが終わりま

した。

　本日の委員会記録署名委員は渡辺委員

を指名します。

　審査の順序につきましては、お手元に

配付しています案のとおり行うことに異

議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○柴田繁勝委員長　異議なしと認め、そ

のようにいたします。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時０１分　休憩）

（午前１０時０２分　再開）

○柴田繁勝委員長　再開します。

　議案第５３号所管分の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　安藤委員。

○安藤薫委員　それでは、一般会計補正

予算所管分について、二つの項目につい

てご質問させていただきたいと思います。

　最初は、幼稚園費で１１６万７，００

０円の増額補正、ＡＥＤの購入というよ

うなことでございます。小学校、中学校、

公共施設等でＡＥＤの設置が進んでいる

中で、今回、幼稚園の設置ということで

ございますが、ＡＥＤ導入の数であると

か、設置の場所であるとか、それから活

用方法ですね。児童生徒以外に幼児を対

象としているＡＥＤというものなのか、

また、近隣の方々が公共施設の一つとし

て幼稚園のＡＥＤを認識をしていただく

中で、設置をしていくというふうなもの

なのか、その点の趣旨を改めてお聞かせ

いただきたいと思います。

　続いて、債務負担行為でございます。

小学校給食の調理業務の委託事業、３年

間の債務負担行為です。６，１５０万円

の３年契約ということでございます。

　学校給食の調理業務民間委託につきま

しては、平成２０年に鳥飼西小学校でス

タートして、平成２２年、４月から鳥飼

北小学校でスタートして、現在、市内で

は２校実施されております。

　民間委託については、私も委員会等で

学校給食というものは教育委員会が責任

を持って、安全で安心できる、おいしい

給食を、将来を担う摂津の子どもたちに

提供していく責任があるということ、そ

れから、それを進めていく上で、民間委

託というものについて、民間委託をする

ことによる弊害等をカバーするためのさ

まざまな努力、これは当然のことでござ

いますが、努力をすることが労働法上、

偽装請負の問題もはらんでいるというこ

とを指摘しながら、学校給食に民間委託

というものについて、なじまないのでは

ないかということで意見を申し上げてま

いりました。

　当初、スタートした鳥飼西小学校が３

年を経過いたしました。契約の更新時期

でございますので、改めて民間委託を直

営に戻すというような選択肢、そういっ

た検討はなされたのかどうか、お聞かせ

いただきたいと思います。

　あわせまして、初めての民間委託で、
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毎年、検証委員会が行われているという

ご報告もいただいておりますが、３年間

にわたっての民間委託の検証をどのよう

に行われて、また、どのような総括を行

い、今回の継続債務負担行為、調理業務

の民間委託を継続するという債務負担行

為の計上につながっているのか、その点

についてお聞かせをいただきたいと思い

ます。

　同時に、この債務負担行為の６，１５

０万円についての根拠について、それか

ら、今後、この債務負担行為によって民

間委託業者さんをどのように選択してい

く方針でおられるのかについても、あわ

せてご説明をいただけたらと思います。

○柴田繁勝委員長　岩見課長。

○岩見総務課長　それでは、私のほうか

ら、幼稚園へのＡＥＤの設置の件につき

まして、答弁させていただきます。

　まず、数についてでございます。各園

１台ずつの設置を予定いたしております。

合計３台の予算でございます。

　それと、設置する場所でございます。

小・中学校とも既に配置をしております

けれども、今現在、小・中学校のＡＥＤ

は職員室に設置をしております。といい

ますのは、職員室はだれか職員がいると

いうことでございますので、職員室が一

番いいということで、各小・中学校も職

員室に置いておりますので、幼稚園にお

きましても、職員室に設置する予定をい

たしております。

　それと、このＡＥＤにつきまして、子

ども用・大人用と共用のものなのかとい

うことでございますけれども、小・中学

校に配置いたしましたときのＡＥＤにつ

きましては、胸につけますパッドにつき

まして、大人用・子ども用ということで

２セットずつ配置しておりますが、今回

導入いたしますＡＥＤにつきましては、

パッドは共用のもので、本体機械に大人

の場合と子どもの場合ということでの切

りかえのスイッチがついておるというも

のでございます。ですので、大人、子ど

もとも共用で使用できるものでございま

す。

　また、使用の趣旨ということでござい

ますけども、だれでもが使えるのかとい

うことで、近隣の方は、幼稚園の開園時

間であれば、表の玄関付近にＡＥＤを設

置していますというステッカーを貼るこ

とによりまして、市民にもわかっていた

だけるものかと思っております。ですの

で、開園時間であれば近隣の方等、市民

の方々にいざというときには使用してい

ただけるものと考えております。

　また、趣旨でございますけども、やは

り市民の安全・安心を守るため、公共施

設には設置をしていくという考えで、今

回、幼稚園にもＡＥＤの設置をすること

を考えております。

○柴田繁勝委員長　大橋課長。

○大橋学務課長　そうしましたら、私の

ほうから、学校給食調理業務等委託に係

ります債務負担行為のご質問にご答弁申

し上げます。

　学校給食調理業務の民間委託につきま

しては、給食調理業務が教育の一環であ

るという大前提のもと、本市の行財政改

革に基づきまして、効果・効率的な学校

給食の運営のもとで、安全で安心して食

べていただくことができるおいしい給食

の提供に教育委員会が一切の責任を担う

形で、実施をさせていただいておるもの

でございます。

　平成２０年度から鳥飼西小学校、平成

２２年度から鳥飼北小学校において実施

をさせていただいておりますが、鳥飼西

小学校におきましては、平成２０年度か

ら３年を経過いたします。毎年、学校給
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食会として委託業者の検証会議というも

のを実施をさせていただいております。

　それには、教育委員会関係者、学校長、

栄養士、給食の調理員、それとＰＴＡの

代表の方にも参画をいただいて、調理現

場の視察、給食の検食、それと配膳、下

膳の様子、子どもたちとのかかわりの様

子など、さまざまな観点で検証をさせて

いただいてます。

　今年度、３回目の検証を７月９日に実

施をさせていただいております。その中

でも、この３年間の総括的な話を校長か

らいただいておりますが、給食の運営そ

のものに何ら問題はないというのが、総

括的なところでございます。

　今まで直営で行っておったときとほと

んど何も変わることなく、安全で安心し

て食していただけるおいしい給食が提供

できているものと認識をさせていただい

ております。

　したがいまして、現時点で、この給食

調理業務の民間委託を直営に戻すという

考えはございません。

　第４次の行財政改革実施計画の中にお

きましても、給食調理業務の民間委託と

いうものは拡大ということで定義をされ

ておりますので、この実施計画にのっとっ

た形で進めてまいりたいというふうに考

えております。

　それと、６，１５０万円の債務負担行

為でございますが、実際のところ、鳥飼

西小学校の３年間の契約金額が５，９６

７万８，９５６円、鳥飼北小学校が３年

間で５，９４０万円ということになって

おります。この６，１５０万円につきま

しては、現在、受託していただいており

ます名阪食品株式会社に参考見積もりを

いただき、それをもとに計上をさせてい

ただいております。

　この本議会でご承認いただきました以

後、選定の方法につきましては、今のと

ころはこれまでどおり、価格だけの入札

ではなく、プロポーザル方式ということ

で、配置していただける調理員さんの数

であったり、経験を考慮しながら、選定

をしていきたいというふうに考えており

ます。

　ただ、鳥飼西小学校の場合は３年を経

過して、名阪食品株式会社の３年間の実

績というものが積み上がっておりますの

で、その辺のところをどういうふうに考

慮して、ほかの提案いただいた他社との

比較検討を行うかというところが、少し

ポイントになってくるというふうには考

えておりますが、プロポーザル方式で行っ

ていきたいと考えております。

○柴田繁勝委員長　安藤委員。

○安藤薫委員　ＡＥＤは幼稚園１園に１

台の設置ということでございます。小・

中学校のＡＥＤはパッドの交換によって、

子ども用・大人用を切りかえ、今度の新

しいものについては、機械本体のほうに

切りかえスイッチがあるというようなご

説明でございました。

　利用される場合というのは、不測の事

態でありますから、緊急を要しておりま

す。活用される方についても、できるだ

けパニックにならないように、それを活

用できるようにしなければなりませんが、

非常に慌てている中でのその操作をする

ことになってくるかと思います。

　これまで、小・中学校等でＡＥＤの活

用など研修を受けておられる方もいらっ

しゃるかと思いますが、そこと少し違っ

た動かし方ということになりますと、や

はりきちんとした指導とか、それから研

修とか準備とか、少なくとも幼稚園の先

生や保護者の皆さんには、そういったご

理解を求めていく必要があるのではない

かなというふうに思います。
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　幼稚園の保護者の方には小学校の親も

兼ねていることが多うございまして、小

学校のほうで、例えば、ＰＴＡの中でＡ

ＥＤの動かし方の学習会を開いたりされ

ている場合、幼稚園のときとちょっと使

い方が違うなというような点で、とまど

われる場合もあることが想定できますの

で、その点についての周知徹底をどう図っ

ていかれるのか、お考えのことについて、

それからやはり幼稚園が開いている間と

いうのは、外に大きく職員室にＡＥＤが

設置してありますよということを、門の

ところに掲示されるのかと思いますが、

地域の方々にも小学校、中学校、それか

ら公共施設とあわせて幼稚園にもＡＥＤ

が置いてありますよ、ＡＥＤというのは

こういうものですよという周知を改めて

やっていく必要があるのかなと思います。

幼稚園の周辺の地域の皆さんへの周知に

ついても、あわせて聞かせていただけた

らと思います。

　それと、学校給食の民間委託の継続に

ついてでございます。直営に戻すという

考えが今のところないということです。

　３年間の検証について、ちょっとお伺

いしたわけですけども、毎年毎年の検証

委員会というのは、検証会議の結果など

については資料をいただいて、見させて

いただいてるわけですけれども、もちろ

ん、清潔で効率的な調理現場、それから、

子どもたちとの交流の仕方であるとか、

試食によっておいしい給食が提供されて

いるのかどうかというチェックはもちろ

ん大事なことだと思いますが、学校給食

の民間委託が抱えてるいろいろな問題、

偽装請負の問題を含めて、それから行財

政改革の一環ということでありますから、

私はその行財政改革で経費を削減すると

いうことが、その学校給食の効率運営と

なじまないと思っていますが、少なくと

も行財政改革を目的に、学校給食の民間

委託を導入したということであれば、き

ちんとした経費的な効果等も検証して、

そこの検証会議の中でも総括する必要が

あるのではないかと思います。

　毎年行われている検証会議について、

どのようなやり方をされているのか、年

に何回ほどそういう検証の会議が持たれ

ているのか、その点をちょっとお聞かせ

をいただけないかと思います。

　それから、民間委託をした際に、この

間、指摘してまいりましたのは、同じサー

ビス、そしてより一歩踏み込んだサービ

スを提供していく中で、経費は直営より

も少し安くなる、もしくは同等ぐらいだ

というのは、やはり人件費の高い低いの

差にあるのかなというふうに思っていま

す。

　その点、学校給食という専門的な業務

において、調理員さんが長期的にそこで

働き続けられる、働いて経験を蓄積して

いくということは非常に重要だと思うわ

けです。

　その点、その委託の名阪食品株式会社

で調理業務の調理従事者の方の変更とい

うのはどのぐらいあったのか、検証とあ

わせて聞かせていただけないかなという

ふうに思います。

　それから、今後の再契約の選定につき

ましてなんですが、あらかじめ、現行委

託している名阪食品株式会社に仮の見積

書をとって、債務負担行為の金額とされ

てるわけですが、その中で、３年間の実

績をどのように加味していくのかという

ようなお話もありました。

　民間委託をするということは、一つは

より効率的な運営をしていくということ

であり、競争によってサービスを向上さ

せていくんだと。いい給食を提供するの

が目的の一つであったというような説明
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も聞いてきたわけですので、その点の実

績をどのぐらい重視していくのか、それ

から、よりよいサービスをどのように選

んでいくかという点での競争原理をどの

ように働かせていくのか。相矛盾するも

ので、私は学校給食の問題で、ここが民

間委託にはなじまないと主張させていた

だいてるわけです。その点はこれまでの

学校給食を進めてこられた教育委員会側

のご説明でございますので、それに沿っ

た、どのようなことを重視していくのか

という点について、もう少し詳しくお聞

かせいただけたらと思います。

○柴田繁勝委員長　岩見課長。

○岩見総務課長　それでは、ＡＥＤに関

するご質問にご答弁させていただきます。

　使用時に関しましては、使う者が周り

がパニックになっているという状況の中

で、落ちついて行動できるかということ

でございますけれども、現在までも幼稚

園教諭等に対しまして、講習会等を行っ

ております。

　そして、基本的にはＡＥＤにつきまし

ては、機械が自動的に判断をして、どう

いうことを次にするかという指示を機械

が音声をもって指示を出していきます。

　今回、購入いたしますＡＥＤにつきま

しても、パッドをつけた段階で判断をい

たしまして、大人なのか、子どもなのか

ということになりますので、人の手でそ

の切りかえをするというものではござい

ませんので、自動的に判断をするという

ものでございます。

　購入いたしました後にも、今、この納

入業者より見積もりを取っている段階で

すけれども、仕様書の中にＡＥＤ導入時

に使い方の講習会をするということも入

れておりますので、納入時には職員に対

しての講習会を行うということでござい

ます。

　また、地域への周知等でございますけ

れども、今現在、各公共施設だけでなく、

駅など民間施設にもＡＥＤが設置されて

おるところがございます。それを総務防

災課で集約されまして、大阪府のホーム

ページに掲載するように業務を行ってお

るところでございますので、今後も、幼

稚園、新たに保育所にもＡＥＤを設置い

たしますけれども、その分につきまして

も、大阪府のホームページに総務防災課

と連携のもと、掲載していただくように

する予定でございますので、よろしくお

願いいたします。

○柴田繁勝委員長　大橋課長。

○大橋学務課長　学校給食の債務負担行

為に係ります民間委託へのご質問にご答

弁申し上げます。

　まず、検証会議でございますが、学校

給食現場として実施しております検証会

議につきましては、年に１回の実施となっ

ております。

　そのほかにも学校の栄養教諭からさま

ざまな報告、これは民間委託であるから

ということではございませんので、直営

のところもそうなんですけれども、栄養

教諭からの報告等いただく中で、チェッ

クというかそういう検証をさせていただ

いております。

　それと、民間の業者の賃金、勤務の問

題ですけれども、やはり民間の場合は、

給食調理業務の午前中のコアの時間に人

員を厚く配置したり、そのようなフレキ

シブルな対応が可能でございますので、

やはりその辺は、直営の場合とは差異が

つくものでは仕方がないものというふう

には考えております。

　また、３期の休業という春休み、夏休

み、冬休み、この問題は以前から申し上

げておりますように、非常に重要な問題

でございまして、現行の地方公務員制度
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の中ではいかんともしがたいものがあり

ますが、民間の場合は柔軟に対応が可能

でございますので、出勤日数についても、

必要のないときには出勤はしていないと

いうことがございます。当然賃金のほう

の格差は出るものかというふうには認識

しております。

　あと、３年間の実績の重視の方法でご

ざいますが、鳥飼西小学校で最初に委託

のプロポーザルをさせていただいたとき

からそうなんですけれども、価格のみで

なく、実際に配置していただける人員の

体制ですね、経験であったり、資格であっ

たり、そのあたりを非常に重要視しなが

ら選定をさせていただいているわけなん

でございますが、したがいまして、３年

間、民間の正規職員の方は全く変わって

おりませんので、３年間、ドライ校で

学校給食での経験ということが当初にも

プラスされますので、そのあたりをどう

いうふうに考慮していくか。それ以上の

人員を配置していただけるような提案を、

プロポーザルで提案していただけるとこ

ろはあるのかないのか、今の段階ではわ

かりませんけども、その辺との比較になっ

てくるのかなというふうには考えており

ます。

　民間委託に対する基本的な考え方の部

分でございますが、文部省時代から、給

食調理業務の合理化については通達等が

ある中で、全国的にも給食の合理化が進

められてきた経緯がございます。

　先ほども申し上げましたように、やは

り３期の休業中の問題であったり、その

あたりの部分を今の制度の中ではクリア

することが非常に難しいということもご

ざいます。

　そのような中で、学校給食が教育の一

環であるという、その辺の趣旨を十分踏

まえながら、そこを阻害することなく、

今までと変わりなく、安全・安心、おい

しい給食が提供できるという確信のもと

で、この委託を進めさせていただいてお

りますので、そのあたりはご理解をいた

だきたいというふうには思っております。

○柴田繁勝委員長　安藤委員。

○安藤薫委員　ＡＥＤにつきましては、

パッドをつけた段階で大人か子どもかと

いうのは自動的に機械のほうが判別する

とですので、今までパッドを選ぶという

作業がなくなる分、より利用しやすいよ

うな機器になったのかなというふうに感

じました。

　ほかの機器で研修を受けた人が、自動

的に判別してくれる機器でパッドを探し

て手間をとられるなど、考えだしたら切

りがございませんけれども、いざという

ときに、ＡＥＤがしっかりとした役割が

果たせるように、また役割を果たすため

に、落ちついて行動ができるように、研

修であるとか、それから地域の方々を含

めて、設置の周知ですとか使い方の周知

を広めていって、これは教育委員会だけ

ではございませんけども、進めていただ

きたいということをお願いしておきたい

と思います。

　それから、給食のほうです。文部省時

代から継続されている学校給食の合理化

方針というものに基づいているというよ

うなことで、ご説明をいただいているわ

けですが、これまでも何度も意見を申し

上げてきましたので繰り返しになります

が、その合理化方針と、それから人の働

き方、非正規労働者の状況であるとか、

そういった問題が非常に矛盾をしていて、

今大きな問題が実際に起きています。特

に、労働局の相談事項の中にも学校給食

の調理部門の業務委託というものが非常

に多いというふうに聞いております。そ

ういう点で非常に矛盾があるということ
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も、改めて申し上げておきたいなと思い

ます。

　これまでの検証については、年に１回

の学校給食会の１年に１回の試食、それ

から見学です。調理現場にも立ち入って

やられてるというふうに、報告書を読ま

せていただいているわけなんですが、そ

れとあわせて、日々、日常業務の中での

栄養士さんからの報告に基づいて検証を

して、今のところ問題がないということ

だと思います。

　それで、ちょっと検証という点でお聞

きしたいのは、３年前に名阪食品株式会

社をプロポーザル方式で選んで契約をし

た際に出された仕様書との関係ではどう

なのかというふうに、その点でをお聞か

せいただきたいです。例えば、仕様書プ

ラスその上乗せ部分がプロポーザル方式

の中では高いポイントをとって選ばれる

要件になってきていると思いますので、

その３年前に教育委員会事務局の教育総

務部長名で文教常任委員会へ報告されて

いる文書の中で、例えば、人員配置の予

定が正社員４名、パート社員４名、計８

名というふうにありますが、これが守ら

れてきてるのかどうか。

　それから、仕様書の中には、学校給食

３年以上のドライシステムの経験者で調

理師有資格者の方が１名以上必要である

とか、集団給食２年以上で、栄養士の有

資格者が１名以上必要であるとか、それ

から、常勤者で１年以内の異動は極力避

けることなどというような中身もありま

す。

　それから、調理業務従事者の変更の際

は教育委員会事務局や校長に報告書を出

すこと、もしくは代替で補うことができ

るというふうにあったと思いますが、そ

の点どうだったのか。

　また、衛生教育管理についても、お聞

かせいただきたいと思います。あわせて、

その調理業務される方々の研修も非常に

重視されていたのかなと思うんですが、

研修計画を立てて、それに基づいて研修

を行って、その実施後に報告書を教育委

員会事務局のほうに提出することになっ

ておりますが、その点はどうだったのか、

ちょっとお聞かせをいただきたいと思い

ます。

　それと、経費的な問題で、ちょっと先

ほどお話がなかったのかなと思いますの

で、費用面において退職者不補充で民間

委託になってるわけですから、新たに新

規採用をした上での３年間やってきた場

合と、それからこの３年間振り返ってみ

て、民間委託でやってきた場合との経費

的な差というのは、どのような形で認識

をしていらっしゃるのか、これも重ねて

聞かせていただきたいと思います。

○柴田繁勝委員長　大橋課長。

○大橋学務課長　そうしましたら、３回

目のご質問にご答弁申し上げます。

　まず、人員の観点でございますが、当

初提出いただいている正規４名、非常勤

４名の８名体制、これについてはおおむ

ね遵守していただいております。若干、

３名・６名になったり、一時的にそうい

うことはございますが、基本的には当初

のものをクリアしていただいております。

　あと、一時的に休暇であったり、病気

の観点であったり、その他、もろもろの

諸事情で欠勤といいますか、交代になる

場合は都度、その仕様書の中で様式を定

めておりまして、その様式に基づいてきっ

ちりと毎回毎回必ず報告をしていただい

ております。これはきっちり、前日にファ

クスをいただいて、その後にきちっと印

鑑のついたものを出していただいており

ますので、問題はないというふうに思っ

ております。
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　あと、その仕様と基準がございます。

摂津市の場合、かなり厳しい基準を設け

たんですけれども、３年間でそこを下回

りますというか、基準をクリアできない

ということが発生したということは、全

くございません。

　あと、衛生研修等の部分ですけれども、

新たに非常勤職員等が勤務される場合と

いうのは別途、研修をしていただくよう

にお願いしておりますし、勤務する中で

の受託会社としての研修を年に最低１回

以上、実施しておりまして、それの報告

もきっちり文書でいただいております。

市が年に２回実施いたします衛生管理の

研修、これにも基本的に全員、参加いた

だいて、報告も報告書という形でいただ

いております。

　ですから、この辺の研修体制について

も、問題はないというふうに認識をして

おります。

　あと、経費の問題でございまして、経

費、行革効果の観点、先ほども２回目の

ときにご質問いただいた部分なんですけ

れども、これも以前から申し上げておる

んですけれども、どういったとらえ方で

ですね、経費を比較するかによって大き

く変わってきます。

　単年度、その年で単純に正規職員の当

時のそのときの収入ベースで委託を受け

た金額と比較するケースの部分について

も、以前にもご答弁申し上げております

し、長期スパンで見て、高校卒業から退

職まで勤務したケース、これについても

４２年間の比較ということで、数億円と

いうことでのご答弁もさせていただいて

おりますので、どういう比較の仕方をす

るかによって金額という部分はかなり変

わってまいりますが、いずれにしても、

金額的な効果というものも十分にあると

いうことで、認識をしております。

○柴田繁勝委員長　安藤委員。

○安藤薫委員　報告もしっかり受けてい

て、人が変わったときにはその都度研修

もされていて、その中身についても報告

をされてると。一時的なものがあるとし

ても、仕様書から逸脱しているようなこ

とはなかったというふうなお話でござい

ました。

　最初に聞いた点で、まだ聞けてないの

かなと思うんですけども、例えば常勤者

での交代というのは、報告書が上がって

ますから大体何回ぐらいかというのはお

わかりになると思いますが、１年以内の

異動は極力避けるというようなものがあ

ります。できるのであれば、やはり集団

給食であったり学校給食というのは特別

な意味合いがあります。経験者の方が、

もしくは未経験の方でも能力・経験を蓄

積していく中で、人材を育てていくとい

うのは、これは直営であろうと民間業者

さんであろうと、必要なことであると思

うんですけれども、その点の人の異動で

すね、交代というのは大体どのぐらいあっ

たのか、今、正確な数字がわからなけれ

ば、大体年間このぐらいの方が入れかわっ

ています、もしくは一時的なチェンジだ

けでなく、大きく、会社を辞められてし

まったような場合の補充があった。そう

いうふうなケースというのはどのように

把握していらっしゃるのか、それを聞か

せていただきたいと思います。

　それから、経費については、何を土俵

にしてはかったらいいのか。それによっ

て異なるということですね。ですから、

行財政改革といっても、計算の電卓のた

たき方によっては、経費的にもメリット

もあるし、場合によったら経費的にも余

り直営とも遜色がない場合もあるという

ふうな、これまでもそういうふうなお話

だったかと思います。
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　少なくとも、この学校給食民間委託の

契約そのものは３年という短期期間でや

られるわけで、やはり短期的にもしっか

りと、この３年間どうだったのかという

のはしっかり見ていく必要があるのかな

と思います。

　もちろん、その中で摂津市全体の人員

の配置の状況や適正化の計画があるわけ

ですけども、全体の人件費のことを考え

て、３０年、４０年ということを考える

よりも、もっと短期的、中期的な学校給

食の民間委託計画をして、もう民間にお

願いしてるわけです。そして３年たった

ら、今度は次の業者さんを選ぼうかどう

しようかという検討をするわけですから、

この３年間でどうだったのかというのも

きちんと把握していく必要があるのかな

というふうに思うんですね。

　退職者不補充で調理現場が正規職員さ

んはどんどん減ってきた。これでは現場

がやっていけないというような状況をつ

くりながら、もう民間委託しかないとい

うことで、民間委託を導入したわけです

から、民間委託してきた３年間と、それ

から退職者不補充じゃなくて、そこに新

規採用を入れて、教育をしながらやった

場合の人件費との差というのは、やっぱ

り検証する必要はあるのかなというふう

に思うんです。前回の予算審議、それか

ら去年の決算等で、１年間だけで見させ

ていただいたら、単純に民間委託を導入

することによって、パートの方の賃金、

それから正規職員さんの人件費が下がっ

た分が約２，０００万円ほどだったんじゃ

ないかなと思うんです。

　民間委託費用というのは、年間で約２，

０００万円ぐらいで、余り変わりがない

と。短期的な比較、私のほうでさせてい

ただいたものなんですね。余り大きな差

はないと。また３年間、同じような形で

の比較になっていくというふうに思うわ

けなんですけれども、その点はそういう

比較の仕方でいいのかどうか、その点を

確認したいと思います。

○柴田繁勝委員長　馬場部長。

○馬場教育総務部長　常勤の勤務状況は

後で大橋から答えさせますけれども、今

回、民間したときの経費の考え方、これ

につきましては、民間委託につきまして

は鳥飼西小学校が３年前、また今年、鳥

飼北小学校のときにも同じ質問いただい

て、我々はそういった短期のことではな

くて、やはり行財政改革の中で、職員を

採用した場合には当然４０年何がし間、

雇用責任が生じる、そういったときには

やはり行財政改革の中では正職で１人あ

たり９００何万円の給与が見られてます

ので、当然、行財政改革の一環でやると

いうことにおいて、我々は市全体的な人

件費９００万円そこそこだと思いますが、

それで比較をして、この鳥飼西小学校も

そうですし、鳥飼北小学校も経費でやは

りこのほうが割安になったということで

ご説明して、承認いただいたわけでござ

います。

　その当時でも、例えば鳥飼北小学校で

は債務負担６，６００万円いうことで議

案に上げさせていただきましたけども、

実質は今報告しましたように、５，９０

０万円ということで、我々が予算のとき

に説明したよりも割安な金額で請け負っ

ていただいておりますので、当然、そう

いう意味においても、予算よりも実際安

くなっておりますので、経費的にも安く

なってるという考えを持っております。

　そのことについては、３年前、それと

鳥飼北小学校のときにした方法で、今回

もいろいろ考えておりますので、新採を

入れたからということではなくて、やは

り職員を採用すれば、４０年間の雇用責
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任があるという意味においては、当然そ

の平均の金額をとって精算してしかるべ

きであろうと考えております。

　また、先ほど来、申し上げております

ように、どうしてもコストの高くなる要

因として、夏休みの問題であるとか、例

えば雇用形態でも本人さんの選択によっ

て、そういった時間契約である方もおら

れますので、民間であればそういうフレ

キシブルな勤務形態の中で金額を抑えら

れるという、そういうメリットございま

すので、我々は十分単価的にも安い金額

でできてると、そういうふうに考えてお

りますので、よろしくお願いしたいと思

います。

○柴田繁勝委員長　大橋課長。

○大橋学務課長　それでは、私のほうか

ら、人員の異動でございますが、正規職

員につきましては、１名の異動が昨年だっ

たと思うんですけども、ございましたが、

それ以外については当初から勤務をして

いた人が引き続き勤務をしていただいて

おります。

　非常勤の方なんですけども、非常勤の

方につきましては、やはり１年ぐらいで

かわられる方もおえられます。詳細な人

数についてはちょっと今、手元に資料が

ございませんが、他市にも依頼調査とい

いますか、聞いておるんですけども、や

はり非常勤の方については、若干３年、

５年と引き続き勤務するというのはなか

なか難しいというふうには聞いておりま

す。

○柴田繁勝委員長　安藤委員。

○安藤薫委員　経費の見方についてはこ

れまでも同じようなお話も質問もして、

同じように答弁をいただいているわけな

んですけども、３０年、４０年のもちろ

んそれは市全体で見て、そういったこと

は大きな議論をする必要は、もちろんな

いとは言いませんけども、学校給食とい

うのは毎年毎年、子どもたちにかかわっ

てくる問題です。目の前の行財政改革を

進めていく上で、直営を切りかえていく

という大きな問題ですよね。これを進め

ていく上で、３０年、４０年というスパ

ン全体を見ながら、給食の調理員さんの

処遇を変えていく、それの検討材料にす

るというのは、私はなかなか納得しづら

いです。

　例えば、今、学校では少人数学級を進

めていこうと。教員をふやしていかなけ

ればいけないというような議論があると

きに、今、教員をたくさん採用したら、

４０年後には教員があふれてしまうので、

採用をやめようというようなことではな

くて、目の前の子どもたちの教育充実の

ためにはどうしていくのか、人員をどの

ように配置していくのかということがま

ず議論されるのではなく、もちろん、長

期的なものも議論の中の一つにはなるか

と思いますけども、それでいうと、その

４０年、３０年のその経費の検討をもっ

て、経費的にもいけるというようなこと

は、僕はちょっとおかしいなと。それか

ら、３０年、４０年の将来にわたっての

人件費も計算に入れるといっても、じゃ

あ、今どんどん高齢化が進んでいる中で、

退職者の高い給料をもらっている人から

今度は低い新規の採用の方が入っていく

と。そういうふうなバランスの中では両

方とっていくというのは比較をすれば、

決して民間委託と直営ではそれほど大き

な差がないというような計算方法もある

わけです。

　何が言いたいのかといいますと、結局

その学校給食の調理員さんの人件費その

ものの比較か、学校給食を直営にするの

か、民間委託にするのかの大きな結論を

示す上での大きな指標にはならないのか
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なと改めて思うわけです。

　今、大橋課長からもご説明をいただい

ているわけですけども、安全で安心な学

校給食を法に基づいて提供し続けていく

というのが目的ですし、その点について

は、私も馬場部長も教育長も学校の先生

も皆同じ認識に立っているというふうに

思うわけです。

　摂津市の学校給食もこの間、子どもた

ちを含めて保護者や栄養士、調理師、学

校の先生たちが試行錯誤をしながら、安

全でおいしい給食を積み上げてきた、直

営の学校給食なわけで、だからこそ一気

に民間委託もせずに、民間委託と直営を

残しながらやっていくというふうな方針

にもなっているのかなというふうに思う

わけです。

　しかし、行財政改革という目的の網が

かぶさったということで、民間委託を一

部で導入をしていくと。ただ、民間委託

をする上では、非常に心配な点について

も多分、共通の認識だと思うんですね。

民間委託にお任せしてしまったときに、

これまで安全でおいしい給食が守られる

のだろうか、これは保護者の不安であり、

教育委員会の不安であり、私たち議員の

不安でもあるわけです。

　それを保障していく、その担保として

検証委員会が行われ、偽装請負になるの

ではないかというような訴えがありなが

ら、栄養士さんと現場の調理師さんと小

まめな連携をとられる、そういうふうな

作業も行われ、検証も行われるという、

こういう余分な作業をしながらしっかり

検証していかないといけないというのが、

民間委託だと思うんです。民間業者が悪

いというわけではないです。そういった

作業をしなければいけない。

　それで経費的にもいろいろな計算方法

によっては、プラスもあるしマイナスも

あるということであるならば、学校給食

の目的に立ち戻って、安全でおいしい給

食をみんなでつくり上げていこうという

直営方式を選択していく。民間委託の拡

大はしていかないというような、そういっ

た認識に立つべきではないかというふう

に思うわけです。

　こちらの意見ですけども、ぜひ受けと

めていただいて、今回の債務負担行為、

それから今後、学校給食の民間委託の方

針もこれまでもお話をいただいているわ

けですけども、しっかりとした検証をし

ていただきたいというふうに思います。

　その辺の認識をもう一回、聞かせてい

ただきたいなと思います。

○柴田繁勝委員長　馬場部長。

○馬場教育総務部長　学校給食で一番大

事なのは、やはり安全でおいしい給食を

子どもたちに日々、事故なく提供するこ

とだと私たちは思っております。その大

原則の中で、やはり今の現状の中、財政

が非常に厳しい中で、行財政改革も進め

なければならないという中で、やはり最

小の経費で最大の効果を上げるという、

この行政課題も我々は並行して進めなけ

ればならないと、そういうふうに考えて

ます。

　その中で、我々は３年前にプロポーザ

ル方式で業者を選んだわけですが、この

３年間、私たちの期待に沿った形で、業

務を提供していただきました。検証委員

会で毎年、保護者の方も入って検証もし

ていただき、現場も見ていただき、子ど

もたちのふれ合い等々見ていただく中で、

問題ないということで、この３年間来ま

した。

　ですから、私どもは民営化しても、私

たちが最初に考えました安心でおいしい

給食を提供できるという自信は持ってお

ります。
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　直営と民間とということでございます

が、私どもはその直営が問題であると考

えているわけではなくて、直営も当然、

今現在おいしい給食を提供しております

ので、その直営でできることをコストを

削減しながら、民間のそういう知恵、努

力の中で提供してもらってると。そうい

う考えのもとで今日まで来ておりますの

で、繰り返しになりますが、安心でおい

しい給食を直営とともに、この民間業者

も提供していただいているということで、

今日的な課題は私どもはクリアしてると

いうことで、今後もこの方式を進めてい

きたいと考えておりますので、よろしく

お願いします。

○柴田繁勝委員長　安藤委員。

○安藤薫委員　繰り返しになりますので、

これぐらいにしておきたいと思いますが、

今後、もちろん、私は直営に戻す選択が

必要だと思いますが、債務負担行為、議

決後、選定ということになってくる場合、

やはり先ほどもお話ありましたけど、３

年間の実績というのはやっぱり、これに

かわる安心がないとは思います。同時に、

その選定をしていく上では、やはり情報

公開ですとか、透明性であるとか説明責

任というのはきっちり果たしていただく

ということは、これも大事なことだと思

いますので、その点は要望しておきたい

と思います。

○柴田繁勝委員長　南野委員。

○南野直司委員　私からは、幼稚園管理

費の中の今回の特定財源を利用されての

ＡＥＤ購入ということで、質問をさせて

いただきたいと思います。

　先ほど来、安藤委員から質問がありま

して、答弁もありましたけども、このＡ

ＥＤの設置に関しましては、公明党とい

たしましても、従来から強く推進させて

いただいておりまして、今回、教育関係

で中学校、小学校に続いて幼稚園への設

置ということで、本当に子どもたち、ま

た地域の方たちの生命を守るという観点

から、本当に高く評価をするところでご

ざいます。

　その中で、このＡＥＤについての先ほ

ど来、課長のほうからもご答弁あったん

ですけども、使用方法について応急救命

講習というんですか、先生方等々、受け

られておられるということで、ご答弁あっ

たんですけども、もちろん先生方を含め

た学校に関係する方々、受付員の方であっ

たり、校務員の方であったり、学校に携

わってる皆さんがもちろん講習を受けら

れてると思うんです。

　この講習に関して、例えば、幼稚園で

これからですけども、小・中学校では年

にどれぐらいのペースで講習をされてる

のか、お聞かせいただきたいと思います。

　それが１点と、あと、このＡＥＤに関

しまして、メンテナンスも非常に重要に

なってくると認識しております。例えば、

使用時にバッテリーが上がっておったり、

そういうこともあると思うんですけども、

幼稚園はこれからですが、小学校、中学

校の分について、改めてちょっと聞きた

いです。そういったメンテナンスのマニュ

アル等、管理的な部分を教えていただき

たいと思います。この２点についての答

弁をお願いしたいと思います。

○柴田繁勝委員長　前馬次長。

○前馬教育総務部次長

それでは、各学校でのＡＥＤの使用法の

研修の状況についてご答弁申し上げます。

　各学校の代表を消防本部へ集めて、研

修を年に１回に行っております。これは、

対象としては学校の代表に加えて、新任

の教員は必ず参加対象に入れております。

　その後でございますが、伝達講習とい

う形で、その参加者が講師となりまして、
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各学校でまたこのＡＥＤの使用法につい

て研修を行っています。そういう状況で、

毎年度行っておる状況でございます。

○柴田繁勝委員長　岩見課長。

○岩見総務課長　そうしましたら、私の

ほうからメンテナンス、そういったマニュ

アルがどうなっているのかということに

ついて、ご答弁させていただきます。

　小学校、中学校、先に納入いたしてお

ります。中学校につきましては、平成１

９年度に納品をさせていただいておりま

す。この分につきましてのバッテリー等

の使用期限ですけれども、定期的に購入

業者のほうから点検がございます。

　それで、中学校につきましては、この

バッテリーの使用期限については平成２

３年６月という報告を聞いております。

　小学校のほうにつきましては、平成２

０年度に納入をいたしておりますことか

ら、バッテリーにつきましては、平成２

４年５月末までということで、使用期限

があるということでの報告をいただいて

おります。

　また、パッドのほうでございますけれ

ども、パッドもこれも使わなくてもこれ

は使用期限があるということで、従前か

ら話は聞いておりました。各学校で、既

に一度もう交換をしておりまして、小学

校の大人用のパッドにつきましては、平

成２４年１月末まで、子ども用につきま

しては平成２３年１０月末までというこ

と、また中学校につきましては、平成２

３年４月末までの使用期限ということで、

順次この分につきましては交換をしてお

るところでございます。

　なお、定期的に購入しました業者より

メンテナンス等の時期等々も含めて通知

をいただいているところでございます。

○柴田繁勝委員長　南野委員。

○南野直司委員　メンテナンスの管理の

ほうはよくわかりました。

　あと、講習体制ですが、ご答弁いただ

きまして、わかったんですけども、これ

は私の経験で申しわけないですけども、

防災訓練等々、今までＡＥＤの講習、何

度か実際使わせていただいているんです

けども、緊急の事態で、これは起こらな

いことを祈るばかりですけども、例えば、

起こったときに、実際、使えるかという

たらやっぱり勇気が要ることです。もっ

ともっと回数をふやすといいますか、例

えば保護者の方を含めてですね、ＰＴＡ

の保護者の方も学校に行く機会もござい

ますし、皆さんが防災訓練等々、参加さ

れてましたら、最低年１回はそういった

使用方法も、復習もされるかなと思うん

ですけども、そういうさまざまなシーン

で、例えば参観日であったり、保護者の

方がたくさん集まるときに、教育委員会

の指導でＡＥＤの講習をされたり、また

先生方がこちらの消防本部で講習をされ

るときに、ＰＴＡの希望者の方、そんな

にたくさん受けられませんけども、講習

を受けていただくとか、これは何度受け

ていただいてもいいのかなと私は思いま

す。

　これは要望ということでさせていただ

きたいと思いますけども、そういった講

習関係ですね、応急救命講習をしっかり

と保護者の方にも、あと地域の方にも受

けていただくような方策を今後、検討し

ていただくようにお願いさせていただき

まして、終わりたいと思います。

○柴田繁勝委員長　渡辺委員。

○渡辺慎吾委員　今の南野委員の質疑と

同じようなことなんですけど、皆さん、

１年に一遍の訓練で、実際、１年前のこ

とをちゃんと覚えられているかどうかと

いうことをちょっと考えてみてください。

　私も２回、そういう場面に遭遇したこ
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とがあるんです。一遍目は蘇生に参加し

たんですけど、私はそういうレスキュー

のインストラクターの資格を持ってるん

ですけど、そのとき、私でもいざ現実に

その場面に遭遇したときに、そのやり方

に関して、冷静に対応したかということ

を考えますと、ほとんど冷静に対応でき

なかったです。そこに二、三人の人間が

いたんですけど、いろんなことで言い合

いになりましてね、現実に対応するのが

非常におくれたことがあります。幸い、

その人は蘇生したんですけど。

　１年に一遍、一応形だけやっておきま

すということで、本当に現実的に対応で

きるかということを考えましたら、皆さ

んが１年前のことをきっちり覚えておる

かということを考えたら、それは現実に

そぐわないことであって、例えば校長先

生や学校の代表、園長先生なりがしっか

りとしたエキスパートではないですけど、

そういう資格をとるようなことも必要じゃ

ないか。そして、定期的に、３カ月に１

回、２カ月に１回、そういう訓練をして、

その学校園の代表がしっかりとほかの教

員にそういうことを対応できるというか、

指導できるような形をとるということが

ベストであって、１年に一遍だけ訓練を

したらよいというような、自己満足の世

界で、現実に対応できるかいうことを考

えていただいたら、それは無理ではない

かと思うんですが、その点についてお聞

かせ願います。

○柴田繁勝委員長　前馬次長。

○前馬教育総務部次長　１年に１回で本

当に十分なのか、それはもっともなご質

問だと思っております。

　しかし、小学校、中学校含めて、学校・

幼稚園では大切な子どもさんの命を預かっ

ております。そんな意味でいうと、回数

が少ないからといって、中途半端な気持

ちで子どもに接しておるわけではござい

ませんので、その点ご理解いただきたい

と思っています。

　一番大切なことはもちろん回数を重ね

て熟練していくことも大切でございます

が、常にこのＡＥＤがどの場所にあるか、

そういったことが意識されていることだ

と思っております。

　特に子どもたちがＡＥＤというものが

何であるか、そしてまた学校に設置され

ていると知っておくことが必要であると

思っておりますので、今年度からですが、

小学校５年生と中学校２年生の全児童生

徒が対象のＡＥＤ講習会を消防本部のご

協力で行っておるところでございます。

　ですから、教員の研修はその代表者の

研修１回と、職員全体でのその学校での

研修ではございますけども、そのように

子ども対象のものも行うなどして、ＡＥ

Ｄが周知される、そういうことです。

　何かあったとき、体育の授業でもし倒

れたときに、先生はこの救命措置とる必

要がございます。そのときにＡＥＤをす

ぐ職員室からとってきてくださいと子ど

もに言った時に、子どもがＡＥＤって何

ですかというような状況にならないよう

にしていきたい。そんなことも考えてお

る次第でございます。

　もちろん、とっさの場面、もしかの事

態に備えられるように、研修の充実等も

回数も含めてですね、また熟練者をふや

すということも含めて考えてまいりたい

と思います。

○柴田繁勝委員長　渡辺委員。

○渡辺慎吾委員　子どもがどのような形

でそのＡＥＤの訓練に携わるかというこ

とも、非常に僕は疑問があるんですけど、

とりあえず持ってくるという一つのこと

だけでしたら、それなりに可能かもしれ

ませんけど、例えばそれを使用してどう
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こうとなったら、これは過ちもあるし責

任問題ということもあるわけであって、

その辺に関しては非常にその存在という

形と、そういう講習会ぐらいでおさめる

ならいいんですけど、その辺ちょっと疑

問があるわけです。

　それとですね、前馬次長、よく考えた

らわかると思うんですけど、１年前にやっ

たこというのはほとんど忘れてしまうこ

とが多いんです。

　例えばこれは全然違うことですが、祭

りの山車の出し方をどこの位置に立てる

かいうことを忘れてしまうこともよくあ

るわけです。どこだったかなといって一

生懸命穴を掘って、計ってやったことあ

るわけです。まあこれはちょっと話が違

いますけど、現実に人の命にかかわるこ

とをやるということは、非常に恐怖心と

危険を伴うわけです。現実にそういうこ

とに即したときに、これでいいのかなと

いう疑問が生じるわけです。実際に蘇生

やっているときに、もし、この人が自分

のミスで死んだらどうしようかと。この

蘇生が失敗したらどうするのか、こうい

うことが本当に正しいのかいうことを絶

えず疑問を思いながらやってるのが、こ

れが現実なんですよ。

　だから、そういうことをやりましょう

ということは、条件反射ではないんです

けど、しっかりと自然に体が動くぐらい

の訓練をやっていないと、単に「お守り」

になってしまうんです。ＡＥＤを置いて

いても、首にかけたりしているお守りと

一緒になってしまうわけであって、現実

にそういう訓練をきっちりやることで自

然と体が動くんです。例えば消防の人な

んかが毎日訓練をやってますよね。鳥飼

の分署に行っても、毎日、上がったり下

がったりの訓練をやってはりますよ。タ

イムを計って。ああいう日常の訓練があっ

てこそ、現実に対応できるということで

あって、結果的に１年に１回訓練をやっ

て、充実してやってますというだけでは、

よっぽどの人間でない限り、現実に対応

できないと私は思います。

　だから、そういう訓練はやっぱり３回、

４回、本当にこれでもかというぐらいの

操作の訓練をやってこそ、本当に活きて

くるんではないかと思うので、そういう

辺に対して、ご答弁お願いします。

○柴田繁勝委員長　前馬次長。

○前馬教育総務部次長　訓練はそれは回

数がふえればふえるほどいいとは思いま

す。できる限りその状況の中で、子ども

たちの安全を守れる方策はないのか検討

してまいりたいと思ってます。

　ただ、学校組織を考えましたときに、

例えば中学校では、保健体育の教員がお

ります。専門的な教育を受け、また知識

も技能も持っております。それから養護

教諭が各学校１名おりますし、そういう

意味ではエキスパートはおりますし、そ

のエキスパートの指導を常に受けられた

り、あるいは質問ができるような体制、

これも重要ではないかと思っております

ので、十分検討させていただきたいと思

います。

○柴田繁勝委員長　渡辺委員。

○渡辺慎吾委員　私は現実に遭遇したと

きにそういうふうに思ったわけで、たま

たまその方々は蘇生したからよかったで

すけど、もし、亡くなったり、そういう

ような状況になったときに、非常に自分

自身も罪の呵責といいますか、そういう

ものがあるわけです。また、これは別の

話ですけど、今、さまざまな災害の危険

性があるということで、言われておるわ

けです。これが現実に起きたときに、実

践的な想定をしながら、現実に可能な対

応の仕方ということをやっぱり頭に置い
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て、これからやっていっていただきたい

と思います。既に、やってると思うんで

すけど、さらに現実味を帯びた対応の仕

方を訓練していただきたい、そのように

要望したいと思います。

○柴田繁勝委員長　大澤委員。

○大澤千恵子委員　今、ＡＥＤの話がた

くさんありましたけれども、実際に私も

渡辺委員と同じように、その講習会を何

度も受けさせていただいております。

　学校の中には女性であるお母さんたち

がたくさんいらっしゃって、その方たち

が実際に講習を受けて、それを使用でき

るかというと、非常にしんどいとこがあ

ると思います。実際、まず怖がって、多

分触れないような状況だと思うんですけ

ど、今おっしゃってたように、私はその

蘇生の研修は非常に大事で、できるよう

にすることも大事だと思うんですけど、

先ほど前馬次長がおっしゃったように、

どこにまずあるのか、小学校の中でもど

こに設置されているのかということを、

もっと学校の中でも幼稚園の中でも、認

識していただくことが非常に大事なんじゃ

ないかなと思います。まず場所を、この

学校の中のどの場所にあるかということ

を皆さんにまず周知していただくことを、

私は一番に考えていただくことをしてい

ただきたいなと思ってますので、よろし

くお願いいたします。

○柴田繁勝委員長　以上で、質疑を終わ

ります。

　暫時休憩いたします。

（午前１１時１１分　休憩）

（午前１１時１２分　再開）

○柴田繁勝委員長　再開します。

　議案第６５号及び６６号の審査を行い

ます。

　本２件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　安藤委員。

○安藤薫委員　それでは、議案第６５号

の摂津市民図書館条例の一部改正と、議

案第６６号の摂津市立鳥飼図書館センター

条例一部改正の二つの条例について、一

括して幾つかお聞きしたいと思います。

　図書館の指定管理者制度の導入という

条例だということです。協議会でも一定

のご報告をいただいてたわけですけども、

改めてお聞かせをいただきたいと思いま

す。

　指定管理者制度の目的として、民間の

ノウハウを活用して、市民サービスを向

上するとともに、経費を削減すると、本

会議でもご説明をいただきました。

　そういった目的のもとで、これまで直

営でやっていた市民図書館、それから鳥

飼図書センターを指定管理にしようとい

うことでございますが、指定管理者制度

が導入されてから、社会教育福祉施設、

とりわけ図書館の導入率が低いとして、

平成２０年度の国会で当時の文部科学大

臣が答弁をされています。

　平成２０年の当時では図書館の指定管

理者導入率が１．数%というふうにご答

弁されていたかと思いますが、図書館に

指定管理者制度がなじまないというよう

な内容の答弁をされていました。

　同時に、この平成２０年の国会で、衆

議院、参議院両院の委員会において、社

会教育法の一部改正に際して、どちらも

同じような中身の附帯決議がされていま

す。

　附帯決議の中には、社会教育施設等に

指定管理者制度を導入する上において、

指定管理者制度の導入による弊害につい

て検討をしなければいけない、するべき

だというような両院の委員会での意見が

付されていたわけです。

　改めて、この大臣の答弁、指定管理者
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制度がなじまないとした答弁、それから

衆参両院の附帯決議で触れている指定管

理者制度導入による弊害というものにつ

いて、どのような認識をされているのか、

どういった認識の上に立って、この図書

館の指定管理者制度の提案をされてきた

のかについて、少しお聞かせいただけな

いかなと思います。

○柴田繁勝委員長　池上館長。

○池上市民図書館長　２点の質問につい

て、ご答弁申し上げます。

　まず、平成２０年に文科省の大臣が指

定管理の導入は図書館にはなじまないと

いう答弁の部分と、もう１点目は、弊害

については十分配慮して検討すべきとい

う部分の質問だと思うんですけども、ま

ず協議会でも説明させていただいている

んですけども、平成１５年の法改正によ

りまして、全国的に公の施設の指定管理

が導入はされてきてございます。今、安

藤委員も言われてましたように、全国で

図書館が約３，０００館ある中で、平成

２０年度には２２０館ほど導入されて、

今年度中にまた５５館ほど導入されるん

ですけども、本市におきましても、平成

２３年度導入に向けて、今現在取り組ん

でいるわけでございます。既に導入され

た図書館におかれましても、もう既に２

期目に入っておられまして、継続で指定

管理が運営されてると。そういった認識

でいえば、指定管理が２期目も入られて、

同じ指定業者がそのまま運営されてると

いう状況を踏まえますと、一定の弊害的

な部分は市民ニーズ等にも応えられて、

運営されてるのかなということで、本市

におきましても、市民サービスの向上を

目指しまして、導入を考えております。

　あと、どのような弊害があるかという

ことなんですけども、指定期間は本市も

５年間を考えておりまして、５年間の中

で人材の確保、優秀な図書館司書等を持っ

たスタッフを集める中で、一定の市民サー

ビスの向上を図り、市民ニーズにも応え

ていけるということで、円滑な運営がさ

れる指定管理業者を選定しようかなと考

えております。

○柴田繁勝委員長　安藤委員。

○安藤薫委員　大臣の答弁は図書館とい

う生涯学習の拠点でもあり、地域の方々

の学習する場でもあり、広く読書に本に

親しむ場、またはいろいろな研究をして、

それを援助してくれる場ということでい

えば、地域の結びつき、それから学校教

育等の結びつき、行政との結びつき、市

民との結びつき、非常に長期的なつなが

り、それから積み上げというものが非常

に重要だと。しかし、指定管理者制度と

いうのは、３年から５年という短期間な

契約ということが、図書館が持っている

性格となじまないのではないかなと。そ

れが導入率の低さにつながっているので

はないかと。導入してくれれば、そういっ

た懸念が起こらないようにしていただい

た上で導入をしていただくことが大事だ

というふうにおっしゃっておられるわけ

です。

　衆参両院のほうの附帯決議で述べられ

ている指定管理者制度導入についての弊

害についても、それにしっかり配慮して、

検討するなら配慮して検討してください

というような中身です。それについてど

のような見解でということなんですが、

今お伺いしますと、市民サービスの向上

はよくわかるんです。

　これは指定管理者制度でなくても、直

営であっても、この間いろいろ教えてい

ただいた図書館法の中でも明記されてい

るように、市民ニーズをしっかりとらえ

て、利用者の方の利便性やそれから地域

の実情にあったサービスを提供していか
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なければいけないと図書館法に明記され

ているわけですけれども、これはどちら

も同じことだと思うんですが、指定管理

者の比較的短期的な契約になってるとい

う弊害について、どのように配慮をして

指定管理者制度を導入するのか。ほかの

市であるとかほかの自治体はどのような

配慮をしてやっておられるのかわかりま

せん。継続されてるんであれば、そういっ

た点があってやられてるのかどうか、そ

こもわかりません。ほかがやってるから

といって、配慮されてるのかどうかとい

うことを、そこをしっかりお話しいただ

かないと、ご答弁になっていないように

思いますので、もう一度、指定管理者制

度導入による弊害、特に指定管理者とい

う短期間の契約が長期的な積み上げによっ

て、地域と一緒に積み上げていく図書館

行政とどのように整合性が図られていく

のか、充実に向けたことができるのか、

それの配慮について、もう一回、聞かせ

ていただきたいと思います。

○柴田繁勝委員長　池上館長。

○池上市民図書館長　今言われたのは、

導入による弊害のほうの答弁がもうひと

つかなということなんですけども、本市

では今は直営で、職員が５名体制とあと

非常勤職員が１０名おるんですけども、

人件費の削減となってきますから、職員

については引き上げ、あとの職員等に関

しましては、図書館長、副館長、あと司

書資格を持たれてる職員、多分、指定管

理になりますと、契約社員的な契約雇用

になろうかと思いますけども、そういっ

た部分につきましては、一定の図書館司

書を持たれてる優秀なスタッフが採用さ

れると思われます。

　図書館法第３条に、今、安藤委員も言

われましたけども、市民ニーズに十分こ

たえながら、そういったニーズにも十分

配慮しながら、運営にたけていく業者を

決めていくという部分の配慮を持って円

滑な運営をやっていただくという業者を

決めるということで、考えております。

　あと、図書館の指定管理者を決めると

きの公正な審査基準等も要項、様式等で

定めますので、そういったところからも

弊害をなくす指定管理業者を選んでいけ

るのかなという観点で考えております。

○柴田繁勝委員長　宮部部長。

○宮部生涯学習部長　安藤委員のご質問

でございますけども、委員が申されまし

た図書館が地域の拠点、生涯学習の場、

本に親しみやすい図書館という、そうい

う観点は、たとえ直営から指定管理にな

りましても、その図書館としての位置づ

けは変わらないものと考えております。

　安藤委員が申されております文部科学

大臣の国会答弁につきましては、「指定

管理者制度の導入は長期的視野に立った

運営は難しく、図書館になじまない。職

員の研修機会の確保や後継者の育成の機

会が難しくなる」という答弁でございま

す。

　それで、有期の指定管理者制度で長期

的な図書館運営ができないのではないか

というご質問でございますけれども、私

ども今回の指定管理者制度につきまして

は、期間を５年ということで考えており

ます。

　それで、この開館時間の拡大、あるい

は開館日の拡大、こういうこの件につき

ましては、こういった５年後を視野に設

けております。そういったことで、また、

この今の時代におきまして、これから、

あるいは電子図書というふうなことも出

てまいりまして、非常にこの動きの速い

時代にあって、５年間というスパン、決

して短いものではないと考えております。

以前に増しますと５年間でも長期的な運
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営をしていかなければならない期間であ

ろうかと考えております。

　それから、一方、それよりも長期の指

定管理の期間にいたしますと、業者の中

に緊張感がなくなるというふうなことに

もなってまいりますので、ちょうど５年

間が図書館運営を指定管理する中で、非

常に適切な期間ではないのかなと考えて

おります。

　また、その５年間におきましても、長

期的視野に立った運営はできるであろう

と考えております。例えば何かと申しま

すと、たとえ指定管理といたしましても、

図書館運営というのは公立図書館の位置

づけというのは変わりませんので、行政

がイニシアチブを持って、図書館運営を

していくということになろうかと思いま

す。

　図書館の運営につきましては、自治法

あるいは本市の公の施設の条例の中にも

ありますけれども、毎年毎年事業報告を

していただく、それから事業の報告につ

いて聴取するということになっておりま

すので、そういったところを十分に生か

してまいりますと、行政としてのイニシ

アチブはとれるのかなと考えております。

　それから、私どもが一番期待しており

ますのは、職員の研修というところでご

ざいますけれども、私ども今現在、図書

館、再任用を含めまして５人の正規職員

がおります。私どもが一番期待しておる

ところはこの正職の５人の部分でござい

まして、今、図書館司書の資格を持って

おります者は１名しかございません。

　それで、本市の人事行政ということか

らまいりますと、なかなか図書館の専門

職員を雇用するというのは難しい状況に

ありまして、今後も恐らくこの６６０人

体制ということを考えてまいりますと、

なかなか図書館のための専門職員という

のは雇用するのは難しいであろうと考え

ております。

　それで、指定管理をすることによりま

して、その図書司書資格を持った核とな

る職員を入れていただきまして、図書館

運営をしていただきたいと考えておりま

して、そういったことから指定管理を導

入したいと考えておるものでございます。

○柴田繁勝委員長　安藤委員。

○安藤薫委員　短期間の契約というもの

が長期的な図書館運営、それから人材育

成等々なじまないのではないかというよ

うな平成２０年の国会答弁、両院の附帯

決議に対して、５年というのも決して短

くないよと、５年の中で長期的なビジョ

ンに立って進められるし、市がイニシア

チブをとっているからというようなお話

かなと思います。

　ちょっと角度を変えて聞きたいんです

けども、そういった認識の上で、指定管

理者制度導入を検討されていくわけなん

ですが、指定管理者をめぐっては、摂津

市も今から５年前に公の施設で４２施設

ですか、導入をされてから５年間、これ

も決して短くはない期間でしたけども、

今後３年間、この導入による指針、見直

しをしていこうということで、第１次改

訂版が出されました。従来の指定管理者

に対しては、引き続き契約をして、３年

の契約をして、今後のあり方について検

討していくという指針です。

　あわせて新規の導入については、原則

公募で５年というようなことの指針とい

うことで、今回の図書館というのは、こ

の新規の５年だというふうに思うわけな

んですけども、なぜほかの指定管理者が

５年間やってきたところを延長して、指

定管理者のあり方そのものですね、幅広

く市民から意見を求めて考えていく。新

たに第２次の改訂版をつくっていこうと
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いう、３年間の猶予をつくっているとこ

ろに、あえて直営から新規に導入してい

くのか。その点、少しご説明いただきた

いと思います。

　もちろん、市民サービスの向上という

お話も先ほどありました。それと同時に

その図書館の指定管理者制度もう既に２

２０館、今年度も５５館ふえますよとい

うことをご説明いただいたんですが、全

部で３，０００館あるうちの約３００館

弱ですね、１割ぐらいです。公の施設の

指定管理者制度を導入の導入率を見ると、

もう間違いなく半分以上は超しているわ

けで、図書館が指定管理者制度導入は確

かに少しですけども伸びていますけども、

じゃあもろ手を挙げてどんどん進められ

ているかというと、そうではない。それ

は大阪府下の中でも、現状では指定管理

者を導入しているところはまだ二つの自

治体、北摂では今回摂津市が初めてとい

うことからも、明らかではないかなとい

うふうに思うわけで、そうした導入の方

法についても、もっとじっくりと指定管

理者のあり方ですとか、それから外郭団

体の参加の仕方等ですね、同じように検

討してやってもおかしくはないのではな

いかなというふうに思うわけです。

　第２次子ども読書活動推進計画という

のも、６月に示していただいております

けども、そこの中でも市民図書館のあり

方、位置づけというのもしっかり明記さ

れております。

　そういった大事な施設について、もっ

としっかりとした議論をしていく。そし

て指定管理者のあり方も市全体で検討し

ているという中で、拙速に進めるという

ことはいかがなものかなと思いますけど

も、その点の見解をお聞かせいただきた

いなと思います。

　それから、例えば、図書センターのほ

うですね、直営という位置づけですが、

実際のところは施設の運営等については

施設管理公社のほうに委託されています

ね。貸室業務についてはシルバー人材セ

ンターのほうに委託されています。図書

センターの場合は施設管理公社の職員さ

ん４名が従事されていて、いずれも司書

資格を持っておられて、市民の読書活動

を援助してらっしゃいます。

　その他の公の施設の指定管理をされて

いる他の外郭団体と、今回、直営ですけ

ども、委託されている施設管理公社とを

切りかえて、指定管理者に持っていくと

いう、その点の考え方がどこがどのよう

に整合性があるのかどうかですね。そこ

もあわせて教えていただきたいと。

　それから、指定管理者ということにな

りますと、民間の企業さん、民間の株式

会社も参入することができるようになり

ました。もちろん、民間の会社が持って

いる図書館の業務のノウハウというのも

非常に立派なものがあるのかなというふ

うにも思うわけですけども、同時に、給

食の民間委託のときでも議論しましたけ

ども、基本的には株式会社というのは、

利益を上げて、従業員の給料を払い、再

生産のために投資をしていくと。それの

循環によって成り立っている。そういう

社会的な立場であるわけで、収益を上げ

るというのが大前提になっているわけで

すね。

　そうした中で、結局、収入は図書館は

利用料は無料ですから、どこで収益を上

げていくのかといいますと、やっぱり経

費の削減、しかも開館時間ですとかを伸

ばしたり、休館を減らしたり、新刊蔵書

を充実していこうとか、インターネット

予約、もう１０月から始まるというふう

に聞いておりますけども、そういう市民

のニーズにこたえてサービスも向上して
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いこうということになりますと、どこで

経費を削減するかというと、人件費にな

るわけですね。そうしますと、長期的に

その図書館の業務を営んでほしい、そこ

で図書館で従事される方々の身分という

のが、直営のときよりも、非常に不安定

になる可能性もあるのではないかという

ふうに危惧するわけです。人材の育成と

いうようなお話もありましたけども、そ

ういった問題もはらんでいます。そういっ

た点からもしっかりとした論議は必要だ

と思いますね。そういう点でも、やはり

今回、拙速に導入するということは、お

かしいんではないかなと思いますけど、

お聞かせをいただけないかなと思います。

　その施設管理公社ももちろん指定管理

者の候補者になるわけだと思いますが、

図書館と図書センターと一緒に指定管理

の募集をされるというふうなお話をお聞

きしておりますので、どうなるのかちょっ

とわからない。

　それから、現図書館でお仕事されてい

る非常勤一般職の方々、お聞きしますと、

皆さん勉強されて、司書の資格をとって、

これまで市民の皆さんとの現場でのやり

とりをやっておられた。努力されて、非

常に頑張って来られてる方々です。

　ただし、施設管理公社の方々も市から

委託を受けて、４名の有資格者の方で運

営をされている。そういった方々が、指

定管理者導入によってどのような形になっ

ていくのか、もしくはそういう指定され

た業者さんのところに雇いいれられると

して、その身分としたら非常に不安定な

状況、今以上の不安定な状況になるので

はないかと。そういったことも考えられ

るわけで、その点については、お考えが

あるんでしょうか。お願いします。

○柴田繁勝委員長　宮部部長。

○宮部生涯学習部長　まず最初に、図書

館の指定管理に関しまして、今回の指針

につきまして、他の施設が３年後に見直

しということになった部分につきまして、

図書館もそのようにならないのかという

話がありました。

　他の施設につきましては、今回、指針

において、３年延長という施設におきま

しては、地方自治法の改正がございまし

て、それまで管理委託をしておったとい

う施設でございます。その中で、図書館

につきましては管理委託はしておりませ

んでした。

　なぜ管理委託をしておらなかったかと

いいますと、施設の管理委託ということ

でございますから、市の外郭団体あるい

は公共的団体にしか管理委託できないと

いうような状況でございまして、今も議

論いたしておりますけれども、図書館に

おきまして、市の外郭団体が図書館運営

のノウハウのない外郭団体が当然、管理

委託は難しかったということがあって、

恐らく直営であったと考えております。

　それで、他の社会教育施設も含めまし

て、他の施設につきましては、指定管理

が伸びているのに、図書館については伸

びていないというご質問でございました

けども、そういった関係で、既に平成１

５年の７月時点では、たくさんの施設が

管理委託しておったものが、地方自治法

の改正によりまして、本市では平成１８

年４月にすべて指定管理に切りかわった

というようなことでございまして、当然、

他の施設につきましては、指定管理の割

合が多いということが言えると思います。

　それから、図書館は伸びていないので

はないかということでございますけども、

今のご答弁と、それから２００８年当時

はまだこういったことから図書施設の指

定管理は始まったばかりであったという

ことがあります。指定管理によるメリッ
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ト、デメリットなかなかわからない状況

の中で、各市とも徐々に指定管理をふや

してきたという状況があろうかと思いま

す。

　指定管理につきまして、先ほど課長の

ほうからもう既に２巡目といいますか再

指定している自治体も出てきているとい

う答弁しておりますけれども、そういっ

た自治体の中での利用者の声といたしま

して、職員が親切、丁寧、的確等、職員

対応に関する評価が高いというようなこ

とが出てきております。

　ということから申しますと、指定管理

をすることによって、利用者に不便をか

けるということはないと考えております。

　それから、指定管理につきましては、

本会議でも申し上げましたけども、目的

は民間のノウハウを利用して、利用者の

サービスの向上と、それから経費節減、

これが指定管理の目的ということになり

ます。

　それで、他の今回、３年延長といいま

すか、まだ決定はいたしておりませんけ

れども、再指定するに３年留保するとい

うような指針が出ておりますけれども、

この指針につきましては、なぜそういう

ふうになったかと。私はこの指針に関し

て検討会といいますか、そこに入ったこ

とはございませんので、確実なことは申

せませんけども、大きな問題としては、

本来、指定管理の目的であるサービスの

向上と経費の削減、そのためには前提と

して公募というものがあったと思います。

それで、この公募にするか、あるいは現

行指定管理している指定管理者に特命す

るか、ここのところで非常に議論があっ

たように思います。

　指針の中では、なぜこういう特命にす

るかという指針につきましては、十分こ

の指針の中で記載いたしておりますので、

そういった意味によりまして、３年の延

長になったと。

　図書館につきましては、今申しました

ように、今回初めて指定管理者制度を導

入するということで、これはもう本来の

原則公募ということで、公募させていた

だくということでございます。

　人件費あるいは職員の身分が不安定と

いうお話がございました。確かに図書館

におきましては、おっしゃってますよう

に、料金は取らないと、無料ということ

で、収入となりますのは指定管理料とい

うことになろうかと思います。

　それで、この中で経費節減するという

ことになれば、確かに節減部分は人件費

になってこようかと思いますけれども、

この部分につきまして、私も先ほど申し

ましたけども、一番期待しておりますと

ころは、正規職員の部分でございまして、

恐らくこの正規職員の部分で、もちろん

図書司書を持った方に入っていただくわ

けでございますけれども、そのあたりの

ところで人件費の経費の節減というのが

出てくるのかなと考えております。

　それから、身分につきましては、現行

の臨時職員につきましては一年雇用とい

うことになっております。指定管理にな

りましたときに、どういった賃金、雇用

条件になるかということは、私ども今こ

こでは申せませんけれども、現行の職員

の方につきましては、他市の事例を見ま

すと、指定管理になりましても、そのま

ま雇用されてる状況があるということで

ございます。

　それから、他市の事例を見まして、お

うかがいいたしますと、その後その職を

離職されましたかということを聞きます

と、そのままの方が３年、５年でしょう

か、なると思いますけれども、まだ雇用

といいますか、継続して働かれていると
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いうことでございまして、決して指定管

理者制度になったからといって、身分が

不安定になっているというようなことは

ないというふうに考えております。

○柴田繁勝委員長　質問者が、トータル

的に訪ねておられるので、市としての目

的、目標というものを具体的に示して、

説明をしていかないと、質問者に十分内

容が伝わっていかないのではないかと思

いますので、和島教育長から今に至って

いる経緯を含めて、考え方を示してくだ

さい。

○和島教育長　それでは、私の方からも

う一度この図書館の指定管理者制度を導

入する考え方とか、今日までの状況につ

いて説明させていただきたいと思います。

　それで、この指定管理者制度導入につ

いては、ご質問の中にもいろいろ問題点

もあるよということでございますけれど

も、私どもとしましては、この摂津市の

図書館のありよう、どうあるべきなのか

ということから考えてまいりました。

　それで、初めて白紙の状態で指定管理

者、業者が民間が図書館をつくり上げて

いくという場合とは違い、今日まで摂津

市が直営で図書館運営してきて、そして

今日までつくり上げてきた歴史がありま

す。

　その内容についてはこういう図書館業

務の概要の中にも沿革が載っております。

見られたかもしれませんけれども、本市

においてはご承知のように昭和５９年７

月に市民図書館が開館しました。そして、

平成４年７月に鳥飼図書センターを開館

しました。その後、図書館法、先ほど言

われてましたけれども、その趣旨にのっ

とって、図書館の充実に向けてさまざま

な取り組みをしてきております。この沿

革の中にも載ってますけれども、点字図

書の貸し出しとか、紙芝居の貸し出しと

か、複製画の貸し出しとか、お話会の開

始とか、視聴覚障害に対する図書館から

のお知らせテープの作成とか、郷土資料、

展示室の常設とか、あるいは図書館の電

算システムの導入とかいろんなことを積

み重ねてきて、今日までこの二十何年間

の間で、摂津市の図書館の基礎というの

は、私はできていると思っています。

　こういう今の状況の中で、今、市民ア

ンケートをとりましても、何が言われて

るかといえば、やはり開館日数をふやし

てほしいとか、月曜日が休みになってる

のをあけてほしいとか、祝日もあけてほ

しいとか、あるいは開館時間も長くして

ほしいとか、いろんな要望が上がってき

ています。それで、そういうことを考え

ましたときに、今後、これからもう一歩

進め、これまで直営で職員の人が築き上

げてきた図書館というものが確立してま

すから、今後、市民ニーズに応えてそれ

を運営していくのには、先ほどから出て

おります厳しい経済状況の中で、限られ

た財源の中で、より充実していく。先ほ

ど言いました、特に開館日数をふやす、

今回の計画では４０日ふやそうと。開館

時間も２時間ぐらい延長するとかですね。

そういうことをしていこうと思えば、や

はりそれを直営でやろうと思えば、人を

何人もふやさないといけないわけです、

しかしそれはできない。そしたら市民ニー

ズに応えていくにはどうすればよいかと

いえば、先ほど言いました民間のノウハ

ウ、あるいは経費の面からも、やっぱり

この指定管理者制度を導入するのが一つ

の方法である、という考え方から来てお

ります。

　それで、先ほど公の施設で、これまで

５年前に導入された施設が今回あと３年

延長になっている、それに合わせて進め

たらよいということですけれども、私は
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今までにやられてきた施設とこの図書館

とは、また違う問題を抱えて、別のもの

だと思ってます。ですから、私は新たに

導入しようとしてる図書館については、

これまで築き上げてきた摂津の図書館と

いうものをベースにして、さらに民間ノ

ウハウも入れて、新たないろんなイベン

トとか企画、そういうことも入れてより

充実したいと思ってます。そういう期待

をしています。

　それと、もう一つは先ほど言いました、

市民ニーズにこたえていくためにはここ

で経営方法を変えていったらいいんじゃ

ないかなということから、今回このよう

な教育委員会として案を出させていただ

いたものでございます。

　それと、指定管理者制度は５年契約で

あり、長期的視野に立った運営ができな

いという話も出ていましたけれども、私

は今日の時代で５年というのはやっぱり

長いと思っています。市の第四次総合計

画でも１０年を期間としていますけれど

も、５年で見直して検証する。先ほどの

給食の話もありましたけども、やはり５

年で見直して、それでどこが悪いのか、

新たにこういうことをさらに築き上げて

いったらいいのかいうことを５年で検証

していく。決して文部科学大臣が言われ

てるような継続性の面での弊害があると

は私は思っていません。５年やったら５

年で見直して、そして次、どういうふう

にしていくのか、それは最初にも言いま

したけれども、ゼロから民間がつくり上

げるものじゃないんです。これまで二十

数年にわたって摂津市が築き上げていた

図書館、それをベースにして、さらに発

展させていこうという考え方に立って、

今回こういう提案をさせていただいてお

りますので、よろしくお願いいたしたい

と思います。

○柴田繁勝委員長　安藤委員。

○安藤薫委員　教育長からもお話をいた

だいたわけですが、この契約期間につい

て、それから図書館をどういう方向に進

めていくのか、どんな方針を持ってやっ

ていくのか、これは最初にも言いました

ように、指定管理者であろうと直営であ

ろうと、教育委員会がしっかりとした方

針を持って、そのイニシアチブを持って

やっていくことが必要だと思います。

　ただ、それが実際、市民と交流を肌で

触れ合う場所というのはまさに図書館で

あり、窓口であり、レファレンス室であっ

たり、学習室であったりというところで

あって、そこで生の声を聞いた図書館の

職員が改善をしていく。もしくは図書館

行政に反映をさせていく。市民としても

直営の職員だからこそ、言ってすぐにで

きるものとできないものあるにしても、

行政に直接反映させていくことができる

という点、それから、地域でのいろいろ

なお祭りであったりとか、先ほどもご紹

介いただきましたように、読み聞かせ会

や絵本であったり影絵であったり、いろ

いろボランティアの方々が登録団体とし

て、地域の子どもたちや地域の人たちと

交流をされている、そこに職員も加わっ

て一緒に地域社会を築いていくという点

で、重要な役割を果たしているし、これ

からももっと充実させていくべきだとい

うふうに思っているわけなんですけども、

そこにその指定管理者、わざわざ第三者

を介在することによって、給食のときと

同じようにいろいろな仕組みをまたつく

り直さなければいけないという点がある

と思うんですね。それをわざわざやるの

であれば、なぜ直営でやれないのか。や

れないとしたらどういうやり方があるの

か。また話が戻るけれども、指定管理者

の指針は先ほども公募するのか公募しな
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いのかということをおっしゃってました

けども、それはこれまでの指定管理者で

やってたところだと思うんです。新しく

やるところについても、指定管理者の導

入、それから外郭団体のあり方について

も全般的にやっぱり議論はされていくと

思うわけです。図書館は図書館で別の課

題があるわけで、それをきちんと３年、

同じように議論をして、同じようにスター

トしても遅くはないのかなというふうに

思うんですよ。その辺ちょっと見解が違

うのかもしれません。もうこのぐらいに

しておきたいと思います。

　最後に、私、指定管理者制度というの

はやっぱり賛成できないんです。ただ、

それでも指定管理者制度を進めていこう

となったら、選定の作業というのはこれ

から入っていくと思うんですよ。

　総務省の事務次官通知が平成２０年に

されていて、都道府県あてに財政のあり

方等で指定管理者制度の運営における留

意事項が出されています。選定方法につ

いても詳しく都道府県の担当者もしくは

市町村の担当課長会議というのがあって、

読み上げをして、こんな点に気をつけな

きゃいけないよと１９項目でやられまし

た。その中で、選定する上に当たっても、

情報公開、それから選定の中に専門家が

確保されているか。説明責任ですね、こ

ういったものがしっかりやらなければい

けない。これが留意事項としてあります。

そのほか、指定管理者に対する評価につ

いても、どういう評価をするべきなのか。

または協定を結ぶときにはどういった項

目を入れていくべきかなど、事細かに出

されているわけです。

　仮に今回可決してしまった場合、次回

は１２月の議会になったときというのは、

指定管理者の議決ということになってく

ると。指定の選定のあり方ということに

ついては議論するのはこの場所しかあり

ませんので、その辺の選定の仕方や、そ

れから方針についても、この際、お聞か

せしていただきたいなというふうに思い

ます。

○柴田繁勝委員長　池上館長。

○池上市民図書館長　指定管理者選定の

基準なんですけども、一応公募要項とい

うことで、そこで定めます。その中に、

どういう選定の基準を設けるかといいま

すと、大きくいえば５項目ほど選定して

るんですけども、１点目には公共性が確

実に確保されること。２点目が提案内容

がすぐれており、利用者サービスの向上

が図られること。３点目、施設の物的管

理を継続的・安定的に行う、人的・物的

能力を有すること。４点目、管理運営経

費の圧縮が図られること。５点目、経営

状態が良好であること。そういったこと

を選定の基準の中に設けまして、具体に

審査項目的に１３項目ほどで構成してる

んですけども、一番大きく評価の配点が

高い部分を３点ほど申しますけども、公

立図書館運営に対する基本的な考え方、

施設の運営に対しての評価、図書館業務

についての基本的な考え方の評価。そう

いった含めた１３項目を１００点満点で

評価していただくというところで、指定

管理、図書館運営に長けた１社を選んで

いただくというところでございます。

　先に申すべきなんですけども、選定委

員会の構成になるわけですけども、選定

委員のメンバーは６名でございます。内

部的には副市長、市長公室長、総務部長、

施設担当部長の４名、あと、学識経験者

としまして、経営識見者１名、審議対象

の施設識見者ということで、図書館協議

会より１名、以上の６名で構成してまい

ります。一応、今月の１７日に１回目を

予定しております。それでその中で募集
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要項、提出様式類、留意事項等の審査を

していただく予定で考えております。

○柴田繁勝委員長　質問者がお尋ねになっ

ておられることと、提案者との間には、

根本的な考え方の相違がある上に立って、

先ほど和島教育長から、この制度を導入

するプロセスを説明していただいたので、

もう少し補足して考えを述べていただい

て、平行線であれば、もうそれはそうい

う判断にせざるを得ないと思いますので、

和島教育長のほうからお願いいたします。

○和島教育長　先ほども教育委員会の今

日のこの制度導入についての考え方につ

いてはご説明させていただきました。繰

り返しになりますけれども、やはりこの

導入する図書館をこれからどう運営、経

営していくかというベースになってるの

は、これまで二十数年間にわたってつく

り上げてきた摂津の図書館行政がありま

す。その上に立って、さらにそれを充実

していくために、今の状態のままでは、

これから市民サービスを広げていくのは

非常に難しいということから、こういう

制度を導入して、さらに市民サービスの

充実をしていきたいということでありま

す。

　ですから、今も考えていますように、

先ほど質問も出ていましたインターネッ

ト予約の導入とか、開館日や開館時間等

の拡大とかですね、いろんなサービスが

あります。学校図書館との連携とか、学

校図書館との連絡会はもう既につくられ

ていますが、今後、学校の図書館と市民

図書館をどうつないでいくのかとかです

ね、課題はいろんなことがあります。

　私どもは、この制度を導入して、市民

の方にとってより身近なより利便性の高

い図書館をつくり上げていくには、この

制度というのは有効ではないかと考えて

います。そのことが５年間たったときに、

一度検証して、改善すべきとこは改善し

て、さらに前へ進めていきたい。そうい

う考え方で進めてまいりたいと思います

ので、よろしくお願いいたしたいと思い

ます。

○柴田繁勝委員長　安藤委員。

○安藤薫委員　議論でありましても、こ

ういう議論を重ねることで、お互い理解

を深めていくことができると思うんです。

ただ、現段階ではちょっと考え方、見解

が違うなということは先ほど申し上げま

した。その上に立って、では選定をして

いく上で、どんな情報公開とか透明性で

すとか、そういったものが担保されるの

か、選定委員会のあり方はどうなのか、

選定基準はどうなのかということについ

ては、やはりここの委員会できちんとやっ

ぱり答弁をしていただかないといかんと

いうふうに思って、聞かせていただいた

わけです。

その点を今館長のほうからご説明をいた

だいたわけです。

　経費の圧縮というものも基準の中には

ありましたけども、先ほど教育長がおっ

しゃったように、二十数年間の蓄積の上

に立って、さらに市民サービスを上げて

いきたいんだと。そのためには人が必要

なんだと。ただ、人をふやすということ

は今できませんよ、経費がかかりますよ

と。ですから指定管理者ですよというこ

とだと思うんです。であれば経費の節減、

圧縮ということになれば、じゃあその分

の圧縮部分はどうなのかとか、それから

人を雇うとしたらどのぐらいの費用がか

かるのかということについてはやっぱり

ここで、この分だけについては聞かせて

いただけたらなと思いますので、その点

ちょっと質問させていただきたいと思う

んですけど。

○柴田繁勝委員長　池上館長。
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○池上市民図書館長　今、選定基準を５

点申し上げたんですけれども、今言われ

た部分の圧縮された経費につきましては、

市民ニーズ、市民アンケートの中でも第

１位を占めました、新刊書等の本の蔵書

の充実を図っていただくのが一番市民ニー

ズに応えられるのかなと。そういう点の

ほうに上限額を決めるときに、算定の中

で計上してまいりたいと考えております。

○柴田繁勝委員長　安藤委員。

○安藤薫委員　市民サービスに応えるの

に蔵書のほうに回していいきたい、それ

から蔵書だけでなくて、閉館時間を延長

されること、図書センターは閉館時間は

延長ないですが、市民図書館は延長され

ると。それから休館日の縮小は毎週月曜

日をなくしていこうと。第１か第３です

か、月の２回、月曜日を休みにして、開

館の日にちをふやしていこうというよう

な、その充実をしていくものだと。その

ためには、指定管理者ということですか

ら、じゃあ、指定管理者じゃなくて、市

の職員でふやすとしたら、どのぐらいの

お金がかかるものを指定管理者に充てて、

しかもそれが蔵書の充実のほうに回るよ

うになるのかという、その辺の仕組み、

わかりやすく教えていただきたいんです。

○柴田繁勝委員長　和島教育長。

○和島教育長　細かい数字については、

今ここでお示しはできませんけれども、

開館日数を４０日ふやすとか、夜間、図

書館のほうの開館時間を２時間ふやすと

かいえば、当然、職員としては数名の増

員は必要になってくる。それは当然、人

件費にもはね返ってくるということにな

ると思います。年間の話でございますの

で。ちょっと今、それが１，０００万円

なのか２，０００万円なのかという数字、

あやふやな数字は、今ここでは申し上げ

られませんけれども、そういうサービス

を向上させていくには、さらに数名分の

人件費が必要だろうと考えています。蔵

書とか資料の充実につきましては、これ

は直営であっても、指定管理者制度になっ

ても必要なことであります。それも限ら

れた財源の中でできるだけ蔵書の充実と

か資料の充実等、いろんなことを教育委

員会としても予算を確保しながら進めて

いくべきものだと思っております。

○柴田繁勝委員長　安藤委員。

○安藤薫委員　要望します。いろんな議

論をしながら、かみ合わない部分もあっ

て迷惑をかけているかもしれませんけど

も、少なくとも指定管理者制度、これを

提案されてるわけですから、進められて

いこうというのであれば、その選定にお

ける説明責任であるとか、先ほどの数字

上のことも含めて、それから情報の公開

であるとか、それから公募・非公募を含

めてどんなところに公募をするのかとい

うような中身について、また選定の要項

についてもやっぱりきちんと透明性を確

保していただきたい、そのことだけは強

く要望しておきたいと思います。

○柴田繁勝委員長　よろしいですね。

　暫時休憩とします。

（午後０時５分　休憩）

（午後０時６分　再開）

○柴田繁勝委員長　再開します。

　南野委員。

○南野直司委員　先ほど来、この市民図

書館、それから鳥飼図書センターの指定

管理者制度について、議論があったわけ

ですけども、この中で先ほどから館長も

おっしゃっておりますけども、市民ニー

ズに対応した市民サービスの向上、さら

に図っていきますということでありまし

た。本当に大事な部分であるのかなと思

います。現状も市民の方に親切丁寧な図

書館運営をしていただいてると思います。
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　私自身のこれは感想で申しわけないで

すけども、指定管理者制度といいました

ら余りいい印象はなくて、それはやっぱ

り市民の方からのお声を聞くわけであり

まして、例えばの話ですけども、施設を

予約しにいった。何人か予約しに来られ

てました。大雨が降ってた。職員の方は

中におって、市民の方は外にいてずぶぬ

れになっていて、ちょっと声をかけて中

へどうぞと言ったらそれで済むことなん

ですけども、そういった対応ですね、ま

あ、これは一つの例としまして、ちょっ

とお話しさせていただいたんですけども、

本当に市民の方に対して、今も丁寧な対

応をしていただいていると思いますけど

も、この指定管理者制度になりましても、

親切丁寧な対応をお願いしたいと思いま

す。

　それから、もう一つは、協議会のとき

にもお話しさせてもらったんですけども、

図書館にかかわられます、例えばボラン

ティアの方との連携体制ですね、そのお

声が反映しますように、しっかりと取り

組んでいっていただきたいなと思います

ので、どうかよろしくお願いいたします。

　要望としておきます。

○柴田繁勝委員長　以上で、質疑を終わ

ります。

　暫時休憩をいたします。

（午後０時８分　休憩）

（午後０時９分　再開）

○柴田繁勝委員長　再開します。

　討論に入ります。討論ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○柴田繁勝委員長　討論なしと認め、採

決をいたします。

　議案第５３号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○柴田繁勝委員長　賛成多数。

　よって本件は可決すべきものと決定し

ました。

　議案第６５号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○柴田繁勝委員長　賛成多数。

　よって本件は可決すべきものと決定い

たしました。

　議案第６６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○柴田繁勝委員長　賛成多数。

　よって本件は可決すべきものと決定い

たしました。

　これで、本委員会を閉会いたします。

（午後０時１０分　閉会）

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

　文教常任委員長柴　田　繁　勝

　文教常任委員　渡　辺　慎　吾
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